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○地方税法（昭和二十五年法律第二百二十六号）（抄） 

 （寄附金税額控除） 

第三十七条の二 略 

２ 前項の特例控除対象寄附金とは、同項第一号に掲げる寄附金（以下

この条において「第一号寄附金」という。）であつて、都道府県等に

よる第一号寄附金の募集の適正な実施に係る基準として総務大臣が定

める基準（都道府県等が返礼品等（都道府県等が第一号寄附金の受領

に伴い当該第一号寄附金を支出した者に対して提供する物品、役務そ

の他これらに類するものとして総務大臣が定めるものをいう。以下こ

の項において同じ。）を提供する場合には、当該基準及び次に掲げる

基準）に適合する都道府県等として総務大臣が指定するものに対する

ものをいう。 

一 都道府県等が個別の第一号寄附金の受領に伴い提供する返礼品等

の調達に要する費用の額として総務大臣が定めるところにより算定

した額が、いずれも当該都道府県等が受領する当該第一号寄附金の

額の百分の三十に相当する金額以下であること。 

二 都道府県等が提供する返礼品等が当該都道府県等の区域内におい

て生産された物品又は提供される役務その他これらに類するもので

あつて、総務大臣が定める基準に適合するものであること。 

３ 前項の規定による指定（以下この条において「指定」という。）を

受けようとする都道府県等は、総務省令で定めるところにより、第一

号寄附金の募集の適正な実施に関し総務省令で定める事項を記載した

申出書に、同項に規定する基準に適合していることを証する書類を添

えて、これを総務大臣に提出しなければならない。 

４ 第六項の規定により指定を取り消され、その取消しの日から起算し

て二年を経過しない都道府県等は、指定を受けることができない。 

５ 総務大臣は、指定をした都道府県等に対し、第一号寄附金の募集の

実施状況その他必要な事項について報告を求めることができる。 

６ 総務大臣は、指定をした都道府県等が第二項に規定する基準のいず

れかに適合しなくなつたと認めるとき、又は前項の規定による報告を
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せず、若しくは虚偽の報告をしたときは、指定を取り消すことができ

る。 

７ 総務大臣は、指定をし、又は前項の規定による指定の取消し（次項

及び第十項において「指定の取消し」という。）をしたときは、直ち

にその旨を告示しなければならない。 

８ 総務大臣は、第二項に規定する基準若しくは同項の規定による定め

の設定、変更若しくは廃止又は指定若しくは指定の取消しについて

は、地方財政審議会の意見を聴かなければならない。 

９ 第一項の場合において、第二項に規定する特例控除対象寄附金（第

十一項において「特例控除対象寄附金」という。）であるかどうかの

判定は、所得割の納税義務者が第一号寄附金を支出した時に当該第一

号寄附金を受領した都道府県等が指定をされているかどうかにより行

うものとする。 

10 第二項から第八項までに規定するもののほか、指定及び指定の取消

しに関し必要な事項は、政令で定める。 

11～14 略 

※市町村民税（第３１４条の７）についても同様の規定。 
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○地方税法等の一部を改正する法律（平成三十一年法律第二号）（抄） 

附 則 

（道府県民税に関する経過措置） 

第二条 略 

２～４ 略 

５ 新法第三十七条の二第二項の規定による指定を受けようとする都道

府県、市町村又は特別区（次項において「都道府県等」という。）

は、前条第一号に掲げる規定の施行の日前においても、新法第三十七

条の二第三項の規定の例により、同項に規定する申出書を提出するこ

とができる。 

６ 総務大臣は、前項の規定により新法第三十七条の二第三項に規定す

る申出書の提出があった場合には、前条第一号に掲げる規定の施行の

日前においても、新法第三十七条の二第二項、第七項、第八項及び第

十項の規定の例により、同条第二項の規定による指定、同条第七項の

規定による告示及び同条第八項の規定による地方財政審議会からの意

見の聴取をすることができる。この場合において、その指定を受けた

都道府県等は、同日において同条第二項の規定による指定を受けたも

のとみなす。 

７～９ 略 

※市町村民税（附則第１３条）についても同様の規定。 
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○平成三十一年総務省告示第百七十九号（抄） 

（趣旨） 

第一条 この告示は、ふるさと納税制度（個人が法第三十七条の二第二項

及び第三百十四条の七第二項の規定による指定を受けた都道府県、市

町村又は特別区（以下「地方団体」という。）に対する寄附金を支出し

た場合に、当該寄附金について法第三十七条の二第一項及び第三百十

四条の七第一項の規定による寄附金税額控除を適用する制度をいう。

以下同じ。）が、ふるさとやお世話になった地方団体に感謝し、若しく

は応援する気持ちを伝え、又は税の使い途を自らの意思で決めること

を可能とすることを趣旨として創設された制度であることを踏まえ、

ふるさと納税制度の適切な運用に資するため、ふるさと納税制度の対

象となる地方団体の指定に係る基準等を定めるものとする。 

 

（募集の適正な実施に係る基準） 

第二条 法第三十七条の二第二項及び第三百十四条の七第二項に規定す

る第一号寄附金の募集の適正な実施に係る基準は、次の各号のいずれ

にも該当することとする。 
一 地方団体による第一号寄附金（法第三十七条の二第一項第一号及

び第三百十四条の七第一項第一号に掲げる寄附金をいう。以下同

じ。）の募集として次に掲げる取組を行わないこと。 
イ 特定の者に対して謝金その他の経済的利益の供与を行うことを

約して、当該特定の者に第一号寄附金を支出する者（以下「寄附

者」という。）を紹介させる方法その他の不当な方法による募集 
ロ 法第三十七条の二第二項及び第三百十四条の七第二項に規定す

る返礼品等（以下「返礼品等」という。）を強調した寄附者を誘引

するための宣伝広告 
ハ 寄附者による適切な寄附先の選択を阻害するような表現を用い

た情報提供 
ニ 当該地方団体の区域内に住所を有する者に対する返礼品等の提

供 
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二 各年度において第一号寄附金の募集に要した費用の額の合計額

が、当該各年度において受領した第一号寄附金の額の合計額の百分

の五十に相当する金額以下であること。ただし、各年度において受

領した第一号寄附金の額の合計額が少ないことその他のやむを得な

い事情があると総務大臣が認める場合は、この限りでない。 
三 平成三十年十一月一日から法第三十七条の二第三項及び第三百十

四条の七第三項に規定する申出書を提出する日までの間に、前条に

規定する趣旨に反する方法により他の地方団体に多大な影響を及ぼ

すような第一号寄附金の募集を行い、当該趣旨に沿った方法による

第一号寄附金の募集を行う他の地方団体に比して著しく多額の第一

号寄附金を受領した地方団体でないこと。 
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○地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）（抄） 

（関与の基本原則） 

第二百四十五条の三 国は、普通地方公共団体が、その事務の処理に関

し、普通地方公共団体に対する国又は都道府県の関与を受け、又は要

することとする場合には、その目的を達成するために必要な最小限度

のものとするとともに、普通地方公共団体の自主性及び自立性に配慮

しなければならない。 

２～６ 略 

 

（技術的な助言及び勧告並びに資料の提出の要求） 

第二百四十五条の四 各大臣（内閣府設置法第四条第三項に規定する事

務を分担管理する大臣たる内閣総理大臣又は国家行政組織法第五条第

一項に規定する各省大臣をいう。以下本章、次章及び第十四章におい

て同じ。）又は都道府県知事その他の都道府県の執行機関は、その担

任する事務に関し、普通地方公共団体に対し、普通地方公共団体の事

務の運営その他の事項について適切と認める技術的な助言若しくは勧

告をし、又は当該助言若しくは勧告をするため若しくは普通地方公共

団体の事務の適正な処理に関する情報を提供するため必要な資料の提

出を求めることができる。 
２・３ 略 
 

（助言等の方式等） 

第二百四十七条 略 
２ 略 
３ 国又は都道府県の職員は、普通地方公共団体が国の行政機関又は都

道府県の機関が行つた助言等に従わなかつたことを理由として、不利

益な取扱いをしてはならない。 
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（国の関与に関する審査の申出） 

第二百五十条の十三 普通地方公共団体の長その他の執行機関は、その

担任する事務に関する国の関与のうち是正の要求、許可の拒否その他

の処分その他公権力の行使に当たるもの（次に掲げるものを除く。）

に不服があるときは、委員会に対し、当該国の関与を行つた国の行政

庁を相手方として、文書で、審査の申出をすることができる。 
一 第二百四十五条の八第二項及び第十三項の規定による指示 
二 第二百四十五条の八第八項の規定に基づき都道府県知事に代わつ

て同条第二項の規定による指示に係る事項を行うこと。 
三 第二百五十二条の十七の四第二項の規定により読み替えて適用す

る第二百四十五条の八第十二項において準用する同条第二項の規定

による指示 
四 第二百五十二条の十七の四第二項の規定により読み替えて適用す

る第二百四十五条の八第十二項において準用する同条第八項の規定

に基づき市町村長に代わつて前号の指示に係る事項を行うこと。 
２・３ 略 
４ 第一項の規定による審査の申出は、当該国の関与があつた日から三

十日以内にしなければならない。ただし、天災その他同項の規定によ

る審査の申出をしなかつたことについてやむを得ない理由があるとき

は、この限りでない。 
５～７ 略 
 

（審査及び勧告） 

第二百五十条の十四 委員会は、自治事務に関する国の関与について前

条第一項の規定による審査の申出があつた場合においては、審査を行

い、相手方である国の行政庁の行つた国の関与が違法でなく、かつ、

普通地方公共団体の自主性及び自立性を尊重する観点から不当でない

と認めるときは、理由を付してその旨を当該審査の申出をした普通地

方公共団体の長その他の執行機関及び当該国の行政庁に通知するとと

もに、これを公表し、当該国の行政庁の行つた国の関与が違法又は普

通地方公共団体の自主性及び自立性を尊重する観点から不当であると
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認めるときは、当該国の行政庁に対し、理由を付し、かつ、期間を示

して、必要な措置を講ずべきことを勧告するとともに、当該勧告の内

容を当該普通地方公共団体の長その他の執行機関に通知し、かつ、こ

れを公表しなければならない。 

２～５ 略 

 

（国の行政庁の措置等） 

第二百五十条の十八 第二百五十条の十四第一項から第三項までの規定

による委員会の勧告があつたときは、当該勧告を受けた国の行政庁

は、当該勧告に示された期間内に、当該勧告に即して必要な措置を講

ずるとともに、その旨を委員会に通知しなければならない。この場合

においては、委員会は、当該通知に係る事項を当該勧告に係る審査の

申出をした普通地方公共団体の長その他の執行機関に通知し、かつ、

これを公表しなければならない。 
２ 略 
 
（国の関与に関する訴えの提起） 

第二百五十一条の五 第二百五十条の十三第一項又は第二項の規定によ

る審査の申出をした普通地方公共団体の長その他の執行機関は、次の

各号のいずれかに該当するときは、高等裁判所に対し、当該審査の申

出の相手方となつた国の行政庁（国の関与があつた後又は申請等が行

われた後に当該行政庁の権限が他の行政庁に承継されたときは、当該

他の行政庁）を被告として、訴えをもつて当該審査の申出に係る違法

な国の関与の取消し又は当該審査の申出に係る国の不作為の違法の確

認を求めることができる。ただし、違法な国の関与の取消しを求める

訴えを提起する場合において、被告とすべき行政庁がないときは、当

該訴えは、国を被告として提起しなければならない。 
一 第二百五十条の十四第一項から第三項までの規定による委員会の

審査の結果又は勧告に不服があるとき。 
二 第二百五十条の十八第一項の規定による国の行政庁の措置に不服

があるとき。 
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三 当該審査の申出をした日から九十日を経過しても、委員会が第二

百五十条の十四第一項から第三項までの規定による審査又は勧告を

行わないとき。 
四 国の行政庁が第二百五十条の十八第一項の規定による措置を講じ

ないとき。 
２ 前項の訴えは、次に掲げる期間内に提起しなければならない。 
一 前項第一号の場合は、第二百五十条の十四第一項から第三項まで

の規定による委員会の審査の結果又は勧告の内容の通知があつた日

から三十日以内 
二 前項第二号の場合は、第二百五十条の十八第一項の規定による委

員会の通知があつた日から三十日以内 
三 前項第三号の場合は、当該審査の申出をした日から九十日を経過

した日から三十日以内 
四 前項第四号の場合は、第二百五十条の十四第一項から第三項まで

の規定による委員会の勧告に示された期間を経過した日から三十日

以内 
３ 第一項の訴えは、当該普通地方公共団体の区域を管轄する高等裁判

所の管轄に専属する。 
４ 原告は、第一項の訴えを提起したときは、直ちに、文書により、そ

の旨を被告に通知するとともに、当該高等裁判所に対し、その通知を

した日時、場所及び方法を通知しなければならない。 
５ 当該高等裁判所は、第一項の訴えが提起されたときは、速やかに口

頭弁論の期日を指定し、当事者を呼び出さなければならない。その期

日は、同項の訴えの提起があつた日から十五日以内の日とする。 
６ 第一項の訴えに係る高等裁判所の判決に対する上告の期間は、一週

間とする。 
７～10 略  
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○地方財政法（昭和二十三年法律第百九号）（抄） 

（地方財政運営の基本） 

第二条 地方公共団体は、その財政の健全な運営に努め、いやしくも国

の政策に反し、又は国の財政若しくは他の地方公共団体の財政に累を

及ぼすような施策を行つてはならない。 
２ 国は、地方財政の自主的な且つ健全な運営を助長することに努め、

いやしくもその自律性をそこない、又は地方公共団体に負担を転嫁す

るような施策を行つてはならない。 
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